
平成24年度九州・沖縄地域に 
おける地域循環圏形成推進調査 

モデル事業の概要 

奄美市 
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資料-４ 



 「自治会区長」 
 「市民団体」 
 「回収業者」 
 「排出事業者団体」 
 「成果物利用団体」 
 「行政」 
 
 計８名で構成 
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奄美市 
人口 46,708（H23.10） 
面積 308.15km2 
田畑 27.08km2、8.8% 

宅地   5.67km2、1.8％ 

山林 59.83km2、19.4％ 
原野  49.02 km2、15.9％ 

就業者人口比 
 一次  4.2.％（10.0%） 
 二次 14.4.％（18.8%） 
 三次 80.9％（67.2%） 

備考：耕地面積、宅地面積、森林面積、

その他面積は平成23年度データ 

就業者人口比は平成22年度国勢調査 

就業者人口の（ ）内は県平均値 



 奄美市は、鹿児島県本土から南西に約380km下っ
た海上にある奄美大島本島の、北部に位置します。 

 本市は面積の35.3％が山林・原野、耕地面積は
8.8％となっています。宅地面積は1.8％と低い割合
に留まっています。 

 第一次産業人口比、第二次産業人口比は県平均よ
り低く、第三次産業人口の人口比が高くなっていま
す。 

 本市の農業は、サトウキビと肉用牛や野菜等との複
合経営や、タンカン、スモモなどの栽培も盛んに行
われています。 
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 ごみ排出量：18,867ｔ 
 １人１日当たり：1,104g/人・日 
 再生利用量：846ｔ/年 
 リサイクル率：4.5％ 
 最終処分率：13.8％       ※平成23年度実績 
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可燃ごみの組成 

紙、布類, 

43.3 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、

皮革・ｺﾞﾑ

類等, 

15.3 

木、草類, 

4.3 

厨芥類, 

31.8 

不燃物類, 

0.8 

その他, 

4.4 

単位：%
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奄美市のごみ処理フロー 



奄美市名瀬地区内において、モデル地区を
定め，生ごみの分別収集を実施し、処理施設
で資源化を行いたい。 

なお、各戸での分別回収が困難な場合は、行
政区単位での集約も検討したい。 

当市の実情に応じた生ごみ資源化の基本的
な計画案の作成を期待する。 
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人口（人） 

① 

発生量（t/年）

② 
異物率１）③ 

回収可能量 
（t/年） 

④＝②×（１-③） 

１人１日当たり回
収量(g/人・日) 
⑤＝④÷①
÷365×106 

生活系生ごみ量 46,708 3,599 15% 3,059 179 

生活系生ごみ回収可能量 

事業系生ごみ回収可能量 

  
店舗・飲食店 

合計① 
（t/年） 

異物率1) 
② 

回収可能量 
（t/年） 

③=①*(１-②） 

日平均回収
量（t/日） 

④＝③÷366 

事業系生ごみ量 1,198 15% 1,018 2.8 



経済性・環境負荷試算結果
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システム１：従来どおり焼却処理（生ごみ資源化無し） 
システム２：市が堆肥化施設を建設 
システム３：民間再生利用事業者に生ごみ堆肥化を委託 
システム４：小型堆肥化装置で対応 

１）試算を行ったシステム 

２）試算条件 

（１）経済性の試算期間：20年 
（２）対象区域：全区域を対象とした場合と、人口により区分して試算 
         ＜市内全域、市内半分の地域、２割の地域、１行政区程度＞ 
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３）生活系経済性試算結果 

  市内全域を対象として生活系生ごみ資源化を実施すると経費が増加 

システム１：従来どおり焼却処理（生ごみ資源化無し） 
システム２：市が堆肥化施設を建設 
システム３：民間再生利用事業者に生ごみ堆肥化を委託 
システム４：小型堆肥化装置で対応 

４）事業系経済性試算結果 

 事業系生ごみの資源化を実施することで市の負担額は減少、事業者の負担額は増加 
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５）再生利用率 

再生利用率は、最大で10.2％（現状4.5％）まで大幅に増加 
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６）最終処分率 

 最終処分率は、最大で107％（現状13.8％）まで減少 
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資源化システム ・生ごみ資源化施設を新設困難 
・生ごみ資源化は各家庭、事業所、地区等の単位で実施が望
ましい 
・良質な堆肥を製造するために、既存施設（名瀬たい肥セン
ター）と連携 
・生ごみを分別・資源化する人へのインセンティブ、メリットが必
要 
・飲食業は生ごみ資源化システムが整えば、すぐにでも対応
可能 

モデル事業 ・モデル事業は奄美市エコマネー事業と連携 
・エコマネー事業は参加者の環境意識も高いし、参加者への
インセンティブも働く 
・排出事業者もモデル事業への取組環境を整備すれば、すぐ
にでも参加可能 

全般的事項 ・堆肥の需要は多いはず（余ることはない） 
・製造した堆肥は生ごみ資源化の対価として、協力いただいた
市民、事業者に還元 
・次年度以降も引き続き生ごみ資源化事業の検討を継続 
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１）検討会についての感想（会議の雰囲気） 

・議論を深めるには時間が限られていたが、生ごみ資源化に関する共通した

認識は確認できた。 

 →生ごみ資源化は市民、事業者、行政が協働して取り組むべきもの 

・出席した各人が、それぞれの立場から生ごみ資源化にどのように協力でき

るか、あるいは実行できるかについて積極的な議論ができた。 

・モデル事業については、各委員から具体的で実現性の高い
提案がなされた 
・市民、事業者によるモデル事業への協力は問題ない 



15 

２）今後の方向性（基本構想） 

（１）段階的に生ごみ資源化を実施 
 ・モデル事業参加者はエコマネー事業参加者が候補 
（２）資源化システムの検討 
 ・各家庭において、段ボールコンポスト、生ごみ処理機等を利用し一次堆  

肥（一次処理物）を製造 
・製造した一次堆肥は、決まった収集日に回収拠点に持ち込み、最終的に
は名瀬たい肥センター（市施設）で堆肥製造 

 →収集運搬はエコマネー事業を利用 
（３）モデル事業参加者へのメリットについて検討 
・可燃ごみ処理料金の節約効果 
・堆肥としての還元、花の苗等の提供 
（４）総合的な資源化システムの構築 
・協力する市民、利用する農家にメリットがあり、行政コストも削減できるシス
テムを検討します。 
・生ごみ堆肥を利用した農産物を地元スーパー等で販売し、地産地消をＰＲ
するシステムを検討。 
・農家以外の利用先・利用方法について検討 
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（１）排出事業者への普及・啓発 
・資源化方法等に関する情報提供・説明会の開催等の普及・啓発活動を実
施 

（２）排出事業者への支援 
・排出事業者の負担が増加することから、積極的に取り組む排出事業者が
得するような支援策について検討 
・積極的に取り組みを推進している排出事業者のPRについて検討 
（３）モデル事業の実施 
・飲食業は、現在のごみ処理システムから生ごみ分別へ移行しやすい。モ
デル事業は飲食業から取り組むことを検討 

３）継続的な検討の実施 

・今後も継続的に生ごみ資源化について検討を行っていくが、
その際には今回の検討会の継続も視野にいれる。 



17 



18 

名瀬たい肥センター 
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